公害防止協定書
（案）
大府市
株式会社○○△△
公害防止協定書
大府市（以下「甲」という。）と株式会社○○△△（以下「乙」という。）は、乙の大府市○○町△丁目□番地における操業（株式会社○○△△）にあたり、公害防止について万全を期するため、次のとおり協定を締結する。
（基本理念）

第１条　乙は、市民の健康で文化的な生活を確保するため、環境基本法（平成５年法律第91号）の趣旨に基づき、公害（環境基本法第２条３項に定める公害をいう。）防止のための技術開発と改善への取り組み及び環境関連施設の維持管理に努め、環境を保全し、甲の環境保全行政に積極的に協力するものとする。
（公害防止計画の策定）

第２条　乙は、公害を未然に防止するとともに当該地域における生活環境の保全を目的として、甲と協議の上、公害防止計画を定め、的確かつ十分に実施管理するものとする。

（施設の設置等の協議）

第３条　乙は、工場又は事業所（以下「工場等」という。）に、法的要求事項に係わる公害関係施設を設置し、若しくは当該施設を変更しようとする場合は、あらかじめ甲と協議しその了解を得るものとする。

（事故時の措置）

第４条　乙は、工場等諸施設の故障、又は破損等の事故により公害が発生したとき、若しくは発生が予想されるときは、速やかに必要な措置を講じ、甲に状況を報告して指示に従うものとする。

（異常時の措置）

第５条　甲は、乙の事業活動により公害が発生し、地域住民の健康又は生活環境に著しい被害を生ずるおそれがあると認めたときは、乙に対してその起因する施設等の改善、及びその他必要な措置を要請し、なお効果があがらないと認めたときは、その操業の一部又は全部の一時停止を指示するものとし、乙はこれに従うものとする。
（報告および立入調査）

第６条　甲は、公害防止のため必要な事項について乙に報告を求め、又は甲の環境保全担当職員が工場等に立入り、公害の起因となる施設等の調査をすることができるものとする。

２　甲は、前項に基づく立入調査を実施する場合には、緊急を要する場合を除き、原則として乙に対し事前に通知するものとする。
３　甲は、第１項の乙からの報告及び立入調査により知り得た事項に関し、甲乙協議して定めた企業の機密事項に関しては、これを他に漏洩しないものとする。

（公害の自主監視）

第７条　乙は、自主的に工場等及びその周辺の環境を把握し、公害を未然に防止するため、その原因となるものについて必要な監視に努めるものとする。
（公害苦情の措置）

第８条　乙は、地域住民から公害苦情の申し出があった場合は、直ちにその状況を調査し、責任を持ってこの解決にあたるものとする。

（損害の補償）

第９条　乙は、その事業活動に伴い、公害が発生し地域住民に被害を与えたときは、乙の責任において誠意を持って解決するものとする。

（環境の美化）

第10条 乙は、進んで工場敷地内および周辺の清掃活動等を行い、環境美化に努めるものとする。

（結果の通知）
第11条 甲は、乙より要求された場合、公害防止協定に基づく測定監視の項目において、報告内容及び立入調査等の結果から、乙に対し協定値に関する結果通知を発行するものとする。
（協議）

第12条 この協定に定めのない事項、又はこの協定に疑義が生じたときは、甲乙協議して定めるものとする。

（協定書の発効）

第13条 本協定書は、令和　　年　　月　　日よりその効力を発するものとする。

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印の上、

各１通を保有する。

令和　　年　　月　　日

甲　　大府市中央町五丁目70番地

大府市

大府市長　　岡村　秀人　　 eq \o\ac(○,印)
乙　　大府市○○町△丁目□番地

株式会社○○△△
取締役社長　　○○　△△　　　 eq \o\ac(○,印)










